
団体コード

団体名 決 算 額 構成比 構成比 構成比 充当一般財源等 経常経費充当

千円 ％ ％ ％ 千円 一財等　　千円

10,163,200 千円 14,132,410 56.1 88.7 21.6 4,924,621 4,891,385 32.0  (33.4)

10,726,690 千円 152,984 0.6 1.0 12.2 2,664,669 2,661,180 17.4  (18.2)

14,274,549 165,581 0.6 1.1 18.7 1,615,786 1,599,464 10.5  (10.9)

81,579 0.3 0.5 0.0

56,803 0.2 0.4 0.0

1.064 755,610 3.0 5.2 6.6 1,644,973 1,644,973 10.8  (11.2)

 (1.055) 6.6 1,644,775 1,644,775 10.8  (11.2)

2.0 ％ 0.0 198 198 0.0  (0.0)

102.5 ％ 160,058 0.6 1.1 46.9 8,185,380 8,135,822 53.2  (55.6)

6.0 ％ 98,855 0.4 0.7 13.1 2,562,175 2,300,017 15.0  (15.7)

7.5 ％ 98,093 0.4 0.0 0.5 119,693 119,693 0.8  (0.8)

7.3 ％ 普 通 0.0 0.0 11.0 2,258,668 1,982,852 13.0  (13.5)

9.2 ％ 特 別 98,093 0.4 0.8 152,976

96.9 ％ 13,929 0.1 0.1 0.1 0.0  (0.0)

117.1 ％ 13.7 3,253,987 2,269,003 14.8  (15.5)

16,717,776 千円 15,715,902 62.3 98.8 14,807,387

10,712,043 千円 178,175 0.7 0.0 13.9 974,621

千円 404,413 1.6 1.1 0.2 57,416

198,104 0.8 0.0 13.9 964,763

3,852,272 千円 1,896,570 7.5 補 助 1.8 71,009

 (1,148,831) 2,715,934 10.8 単 独 10.3 853,405

千円 20,109 0.1 0.0 そ の 他 1.7 40,379

15,325 0.1 0.0 9,858

％ 770,817 3.0

298,088 1.2 100.0 17,507,500

833,340 千円 469,408 1.9 0.1

690,484 千円 2,508,000 10.0 歳入一般財源等総額

千円 0.0

 (650,000) 2.6

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比

千円 ％ ％ 千円 ％

398 17.4.1 950,000 個人分 6,917,914 49.0 1.3 306,682 1.2

35 17.4.1 815,000 法人分 793,446 5.6 2.1 4,439,966 17.8

17.4.1 750,000 4,862,574 34.4 4.3 8,583,176 34.5

30,024 0.2 0.7 2,289,020 9.2

議 長 8.12.1 575,000 371,960 2.6 △ 1.4 156,278 0.6

398 副 議 長 8.12.1 515,000 41,602 0.2

議 員 8.12.1 490,000 92,297 0.4

3,169,394 12.7

職員数 15,421 世帯 1,156,492 8.2 2.9 1,053,162 4.2

人 26,084 人 入 湯 税 3,098,969 12.5

989,180 9 4,433 人 事 業 所 税 9,858 0.1

314,640 2 17.0 ％ 都 市 計 画 税 1,156,492 8.2 2.9 1,644,973 6.6

540,217 8 123,582 円

無 1,554,817 11 73,062 円 14,132,410 100.0 2.4

243,586 円 24,885,377 100.0

1,839,038 千円 現年課税分 滞納繰越分

4,079,221 千円 ％ ％

1,104,553 千円 98.4 19.5

 (98.4)  (19.5)

98.1 19.0

98.7 20.3

91.0 17.1 73.0国民健康保険税（料）

清化園用地買収事業　　1,686

廃プラスチック減容設備設置事業　　78

都計道3・4・10号線整備事業　　266

中央線連続立体交差事業負担金　　434

城山公園用地買収事業　　57

第一小学校校舎地震補強工事　　205

第三小学校屋内運動場大規模改造工事　　140

95.5

老人保健拠出金 市 税 合 計
（徴収猶予分除く）

法
人

税
割

2,139

95.2

 (95.2)

純固定資産税

94.8

下 水 道 事 業 22,014

合計

保険給付費 ％35,871 徴

収

率

区 分

市 民 税

被保険者１人当たり費用 納 税 義 務 者 数

諸 支 出 金

前年 度繰 上充 用金

合 計 17,507,500平成１９年度大規模事業（単位：百万円）

被保険者１人当たり保険税調定額 合 計 12,530,891 51,933

136,144 １世帯当たり保険税調定額 旧 法 に よ る 税

公 債 費 1,644,973

災 害 復 旧 費 9,858

教 育 費 2,516,774

消 防 費 831,665普通会計からの
繰入金　　千円

国
保
事
業
会
計
の
状
況

加入世帯数 目 的 税

被保険者数　　　　　　Ａ

うち退職者被保険者等　　　Ｂ

退職者医療制度加入率　B/A×100

保険税（料）
個
　
人

均
等
割

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名
法適用
の有無

実質収支額

千円

国民健康保険（事業勘定) △ 7,363

老 人 保 健 医 療 83,032

介護保険（保険事業勘定)

50,861

議員数　（２４）人 法 定 外 普 通 税 土 木 費 2,392,367

特 別 土 地 保 有 税 商 工 費

137,364

合 計 142,341 357,641 鉱 産 税 農 林 水 産 業 費 40,347

市 町 村 た ば こ 税 378,945 労 働 費臨 時 職 員
議

会

4,955,181

消 防 職 員 軽 自 動 車 税 29,697 衛 生 費 1,845,053

固 定 資 産 税 4,633,960 民 生 費教 育 公 務 員 教 育 長

306,613

う ち 技 能 労 務 職 15,333 438,086 助 役 792,152 51,933 総 務 費 2,776,444
市民税

6,696,137 議 会 費一 般 職 員 142,341 357,641 市 長

基準税額×１００/７５ 超過課税分収入済額
区 分

充当一般財源等

千円 千円 千円
区 分

改 訂 実 施
年 月 日

１人当たり平均給料
（ 報酬 ）月額 円

区 分区 分
職員数
Ａ　　人

４月分給料支払
総額 B 千円

１人当たり支給月額
B/ Ａ 円

一　般　職　員　　（２０．４．１現在）　　　　　　    特別職等（２０．４．１現在） 目 的 別 歳 出市　　　　　　　　　　　町　　　　　　　　　　　村　　　　　　　　　　　税

（うち減税補てん債） 17,812,968

（うち臨時財政対策債）

合　　計 25,190,845 100.0 14,634,514 100.0

24,885,377

積立基金取崩額

諸 収 入 8,424

実質債務残高比率
（Ｂ＋Ｃ）／Ａ

144.6

収益事業収入

地 方 債

 (101.2)

繰 入 金 失業対策事業費

土地開発基金現在高

繰 越 金 合 計

2,563,278

10.実質単年度収支　　Ｊ
     　（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）

158,206
財 産 収 入 434,349

寄 附 金 災害復旧事業費 9,858

454,211

△ 197,428

　減税補てん及び臨時財政対策
債を経常一般財源等から除いた
経常収支比率

360,000 1,409

実質的将来財政負担額
 　Ｂ＋Ｃ－Ｄ

16,788,560

都 支 出 金

８．繰上償還額　　　　Ｈ

（うち財政調整基金）９．積立金取崩額　　  Ｉ

積立金現在高　　　　Ｄ

手 数 料

内

訳

国 庫 支 出 金

う ち 人 件 費 57,416

７．積立金　　　　　　　Ｇ 151,086 147,427 普通建設事業費 3,451,838

11,486 12,188 使 用 料 164,773

経常経費充当一財等計

６．単年度収支　　　　Ｆ
ア－イ

債務負担行為翌年度
以降支出予定額　　Ｃ

3,923,056

分 担 金 ・ 負 担 金 投 資 的 経 費 3,461,696

3,398,931

小 計 14,461,317 前年度繰上充用金

債務負担行為限度額

国有提供施設交付金 繰 出 金現債高倍率    B/A５．実質収支　　　　　　Ｅ
　　　　　（Ｃ－Ｄ）

ア イ

地方債現在高　　　 B305,061 293,575

203,552

交通安全対策特別交付金 13,929 投資 ・出資 ・貸付金 29,700

起債制限比率

経常収支比率

積 立 金

公債費比率 125,037

３．歳入歳出差引額　　Ｃ
　　　　　（Ａ－Ｂ）

305,468 298,088
公債費負担比率

補 助 費 等 2,732,119

11,669,215

地 方 交 付 税 維 持 補 修 費

3,265,127実質公債費比率（3ヵ年平均） 地 方 特 例 交 付 金 98,855 物 件 費

経常一般財源比率 自動車取得税交付金 160,058 小 計

1,644,775

一時借入金利子 198

ゴルフ場利用税交付金 元利償還金

1,644,973

（参考）    　　　６５歳以上人口
面積 ８．１５k㎡

２０．３．３１　　　　　１３，２７１人 実質収支比率 特別地方消費税交付金

財政力指数
（単年度）

地方消費税交付金 公 債 費

株式等譲渡所得割交付金 56,803

対前年増減率　　　０.２％ 配 当 割 交 付 金 81,579

基準財政需要額 人 件 費
〈ごみ･し尿処理〉

  東京たま広域資源
　循環組合

  多摩川衛生組合

〈その他〉

  東京都市町村総合
　事務組合

  立川･昭島･国立
  聖苑組合

　東京都後期高齢者
　医療広域連合

4,662,553標準財政規模 　　　Ａ 利 子 割 交 付 金

755,610

決算収支の状況（千円）

２．歳出総額　　　　　　Ｂ 24,885,377

5,361,689

増減率（17／12）年　　　0.7％ 基準財政収入額 地 方 譲 与 税 152,984 う ち 職 員 給 3,046,497

22,454,020

22,752,108

４．翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ 407

１．歳入総額　　　　　　Ａ　 25,190,845

4,513

165,581 扶 助 費

区 分
経常一般財源等

地 方 税 12,975,918

平成１９年度
決算状況

平成１９年度 平成１８年度

国
調

17年　　　　  72,667人

過疎    広域行政圏
山村    首都
離島    近郊整備
不交付 既成市街地

住
民
基
本
台
帳

２０．３．３１　　　　　７２，３４５人

132152

人　　     　口 指定団体等の状況 事務の共同処理の状況 指 数 等

国立市 １ ９ 年 度交 付税 種地 区分 Ⅱ－９

市 町 村 類 型 Ⅱ－３ 歳 入 性 質 別 歳 出

経常収支比率

千円 千円 ％
区 分

決 算 額


